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　第５次中期経営計画において、お客さまに対し「どんな課題にも本気で向き合い、お客さまの期待をこえる銀行となる」こと
をお約束し、全役職員が一丸となって取り組んでいます。

主要戦略①
Action ～中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの深化～
主要戦略②
Change ～競争力を拡大する新しい営業体制の構築～

中小企業取引において圧倒的競争力を有する
地方銀行を目指す

マイナス
金利政策による

厳しい
収益環境

地域における更なる存在感の向上と収益力の強化の両立

取り巻く
金融環境の
変化

他金融機関との
競合激化

地域金融機関の
再編加速

AI・FinTech
等のICT革新

第５次中期経営計画

紀陽銀行は、第５次中期経営計画において「地域における更なる存在感の向上と収益力の強化の両立」を
基本方針として定め、「どんな課題にも本気で向き合い、お客さまの期待をこえる銀行となる」ことを約束します。

主要戦略

主要テーマ

基本方針

地元企業とのリレーション強化による総合収益拡大モデル地元企業とのリレーション強化による総合収益拡大モデル地元企業とのリレーション強化による総合収益拡大モデル

地元企業に対する積極的なリスクテイク

収益力の
強化

事業の
成長・発展

地域経済の
活性化

事業性サービス収益
の拡大 オーナー取引の拡大

中小企業向け貸出の増強

リレバンの展開 富裕層取引の展開
当行

地元企業

地元地域

紀陽銀行の『持続可能なビジネスモデル』
『中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの展開』

お客さまに対するコミットメント

『どんな課題にも本気で向き合い、
お客さまの期待をこえる銀行となります』
『どんな課題にも本気で向き合い、

お客さまの期待をこえる銀行となります』
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本業ＯＨＲ〈単体〉親会社株主に帰属する当期純利益〈連結〉

自己資本比率〈連結〉

株主還元率

実績 計画
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「安定的に30%程度」
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計画値
9％以上

計画最終年度
計画値

100億円以上

計画最終年度
計画値

39億円以上

＊本業ＯＨＲ〈単体〉＝営業経費÷［貸出金平残×（貸出金利回りー預金等利回り）＋役務取引等利益］
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2019年3月期  第5次中期経営計画における目標指標の実績

主要戦略②主要戦略① Action Change
～中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの深化～

中小企業向け貸出の増強

本業支援を通じた収益機会の拡大

オーナー取引の拡充による収益機会の拡大

コアカスタマー戦略の展開

金融サービス高度化に
向けた営業体制整備

営業体制構築に向けた
業務効率化への取組

～競争力を拡大する新しい営業体制の構築～
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2019年3月期 2021年3月期2018年3月期2017年3月期
※顧客向けサービス業務利益
　＝貸出金平残×預貸金利回差×期中日数÷365+役務取引等利益ー営業経費

顧客向けサービス業務利益

10
16

42

計画最終年度
計画値
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SDGｓ達成に向けた取り組み

11

紀陽銀行は、「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」という経営理念のもと、
事業活動を通じてＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に貢献し、地域社会とともに
持続的に成長していくことを目指します。

　さまざまな経営資源を活用し、ＳＤＧｓの地域社会への浸透を図
るとともに、地域のお客さまのＳＤＧｓへの取り組みを支援します。

重点取組項目

地域社会とのパートナーシップ

地域社会とのパートナーシップ

重点取組項目

　地域の事業者さまへの本業支援を通じ、地域産業の発展と雇用
創出を推進するとともに、ＩＴ技術等を活用した新しい金融インフラ
を構築することで、地域経済の持続的な成長に貢献します。

地域経済の持続的な成長への貢献

地域経済の持続的な成長への貢献

　働きがいの向上に努め、あらゆる人材が最大限に能力を発揮でき
る環境を整備することで質の高いサービスの提供を実現し、地域の
お客さまの満足度向上に努めます。

多様な人材の活躍推進

多様な人材の活躍推進

2019年3月25日
取締役頭取 松岡 靖之

紀陽銀行 SDGs宣言

紀陽銀行 経営理念

紀陽銀行の
持続可能なビジネスモデル

当行の持続可能なビジネスモデルの実現へ

・地域のお客さまへのSDGs浸透
・社会的課題に配慮した金融商品・サービスの提供
・「紀陽銀行 SDGs宣言」に基づく取り組みと成果の積極的な開示

・事業者さまへの本業支援
・創業支援、新事業支援
・事業承継支援
・地方創生
・キャッシュレス化の推進

・従業員のニーズにあわせた柔軟な働き方の推進
・研修カリキュラムの充実
・自己啓発支援
・健康経営

中小企業向け貸出を
起点とした

ビジネスモデルの展開
地元企業とのリレーション強化
による総合収益拡大モデル

第５次中期経営計画
（2018年4月～2021年3月）

〈基本方針〉
地域における更なる存在感の
向上と収益力の強化の両立

中小企業向け貸出を起点と
したビジネスモデルの深化

競争力を拡大する新しい
営業体制の構築

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす



SDGsとは…
「Sustainable Development Goals」の略で、「持続可能な開発目
標」と訳される。誰一人取り残さない、あらゆる人が幸せに暮らし続け
られる持続可能な社会の実現に向け、国連加盟国193ヵ国が2030年
までに達成するために掲げた共通の目標。社会・経済・環境の課題を網
羅しており、17のゴール（目標）と169のターゲットで構成される。

「紀陽銀行 SDGs宣言」に基づく取り組み
と成果について「ESG」の観点から情報を
集約したレポートを作成しました。

こちらから
ご覧いただけます。

地域のお客さま

それぞれの立場で
SDGsに貢献

地域産業の発展、
雇用拡大

多様な人材が
最大限に能力発揮

より質の高い
サービスのご提供

持続可能な
地域社会の
実現
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2019年3月25日、「紀陽銀行 SDGs宣言」を表明しました。
　当行は、「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」という経営理念のもと、1895年の設立以来124年の歴史を積み重ね
てまいりましたが、この経営理念に掲げた思いはSDGsの概念と共通しており、SDGsの達成に貢献することは地域金融機関と
しての使命であると考えています。
　今後もSDGs達成に向けた取り組みを推進し、持続可能な地域社会の実現を目指してまいります。

関西SDGsプラットフォームへの参画

　関西においてSDGs達成に向けた活動を推進する組織「関西SDGsプ
ラットフォーム」の会員団体として活動しています。
　2018年10月には、SDGs推進に関するノウハウ共有を目的としたイベ
ント「関西SDGsキャラバンｉｎ和歌山」を共催し、地域社会へのSDGsの
浸透に貢献しました。

「2030 SDGs」の実施

　2019年度総合職新入行員研修において、カードゲーム
「2030 SDGs」を実施しました。楽しみながらSDGsの概念を
体感し、行内におけるＳＤＧｓの浸透を図りました。

ESG/SDGsレポートの公表
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2019年3月期 業績ハイライト
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業務粗利益

税金
物件費
人件費 コア業務純益 経常利益 当期純利益

■ 債券関係損益・株式等関係損益
債券関係損益　　　　株式等関係損益

■ 与信コスト総額
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※顧客向けサービス業務利益
　＝貸出金平残×預貸金利回差×期中日数÷365+役務取引等利益ー営業経費

■ 顧客向けサービス業務利益
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26.7%
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（単位：億円）

（単位：億円）個人
その他

（単位：億円）

国債等
投資信託

個人年金
保険等
証券仲介
投資信託

公共関連
消費者ローン
事業性貸出

■ 預かり資産残高、預かり資産関連販売額

■ 預金等残高の推移

■ その他有価証券評価差額
（単位：億円）

2018年3月末2017年3月末 2019年3月末

2018年3月末2017年3月末 2019年3月末
※公共関連は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人等
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■ 預金等地域別構成 ■ 貸出金地域別構成

大阪府

大阪府和歌山県

奈良県・東京都・インターネット
  1.9％  757億円

15,252億円

奈良県・東京都
10.6％ 
3,157億円

（2019年3月末現在）
（2019年3月末現在）

■中小企業・個人のお客さまへの融資の状況

（2019年3月末現在）

和歌山県

中小企業・
個人

地方公共団体
13.3％
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14.6％
4,328億円
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■ 中小企業等貸出金残高の推移

2017年3月末 2019年3月末

（単位：億円）

22,000

※中小企業等貸出金とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物
品賃貸業等は5千万円）以下の会社または常用する従業員が300人（ただし、卸売業、
物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の会社および個人への貸出金
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リスク管理債権の状況

2019年3月期 業績ハイライト
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紀陽銀行単体

不良債権（金融再生法開示債権）の保全状況

不良債権（金融再生法開示債権）

自己資本の状況

紀陽銀行単体

紀陽銀行単体

紀陽銀行連結

■ 自己資本額・自己資本比率の状況

自己資本額 

リスク・アセット等 

連結自己資本比率 

2,011億円
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9.70%
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（単位：億円）

※リスク管理債権：貸出金が対象
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貸出金に占めるリスク管理債権の割合

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
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　劣後債100億円の期限前償還の実施、貸出金増加（主に中小企業
向け貸出金）によるリスク・アセット等の増加により、自己資本比率
（連結）は9.32％となりました。

▲ 0.21

2019年3月末

（2019年3月末現在）

■ 不良債権額（金融再生法に基づく開示債権）及び不良債権比率
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主要な経営指標 紀陽銀行単体

主要な経営指標 紀陽銀行連結

KIYO BANK DISCLOSURE 2019

　地域金融機関としての公共性に鑑み、長期的に安定した経営
基盤の確保や財務体質強化を目的とする適切な内部留保蓄積
と、株主還元強化の両立を目指すこと、および収益力・資本効率
等を示す指標を経営目標として掲げ、株式価値向上に努めるこ
とを基本方針としております。
　当期の配当につきましては、普通株式1株につき、年間35円
をお支払いさせていただきました。 
　次期の配当につきましては、普通株式1株につき、2019年3
月期と同額となる35円を予定しております。

　「格付」とは、第三者の格付機関が、銀行や企業などの「安全
度」をランク付けしたものです。
　当行は、株式会社日本格付研究所（JCR）と株式会社格付投資
情報センター（R&I）から格付上位のＡランクを取得しています。

安
全
性
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低

A－

配当方針 格付の取得

紀
陽
銀
行
に
つ
い
て

持
続
可
能
な
地
域
社
会
の
実
現
に
向
け
て

経
営
基
盤
の
構
築

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ




